
はじめに

東京都・神奈川県・愛知県・大阪府など大都市

圏自治体が９８年の秋、相次いで「財政非常事態宣

言」や「財政赤字宣言」を出し、職員の減員を含

む人件費や補助金の削減、老人医療費補助など各

種社会福祉サービスの削減、授業料、手数料、使

用料等の受益者負担の強化を図るなど、地方財政

は危機的な状況に陥っている。その中で財政状況

が最も深刻化しているのが大阪府である。財政の

硬直度を示す経常収支比率は、９８年度には前年度

に比べて５．４ポイント上昇して過去最悪の１１７．４％

となり、９２年度以降７年連続して全国最悪の数値

を続けている。このような状況下、大阪府は財政

再建推進チームを発足させ、９８年９月には「財政

再建プログラム案」をとりまとめた。同案におけ

る長期財政推計（試算）によれば、今後特段の対

策を講じなかった場合、大阪府財政は２０００年度単

年度で５，４００億円もの歳入不足が見込まれ、その

不足額は２００２年度には６，２５０億円に達するという

［要約］

今日の大都市圏自治体を中心とした財政の危機的状況は、その歳入構造が景気の変動に

影響されやすい法人二税に依存しているという歳入面の構造的要因によるところが大きい。

しかし、大阪府のバブル経済期の財政運営が示すように、好景気に支えられた地方税の増

収を財源に、不要不急の普通建設事業や第三セクター関係事業を拡大させ、本来ならば景

気低迷期の財政需要に備えて基金等に留保すべき財源を浪費した財政規律の低下も、地方

財政危機を招いた要因の一つといえる。さらに、バブル景気破綻以降も、起債許可方針や

交付税措置を手段にした国の景気対策目的の財政誘導に呼応し、地方債や債務負担行為の

増発、あるいは基金の取り崩しで財源を捻出して地方単独事業を拡大していった自治体の

財政運営も、地方財政危機の重大な要因となった。加えて、自治省の地方債許可制度を通

じた自治体財政監視機能の後退、あるいは財政の実態が把握しにくい財源保証システムの

存在、自治体会計における債務ストック等に関する情報の欠如等もこの要因として指摘で

きる。以上から、今日の地方財政危機の背景には、景気低迷による税収の落ち込みという

側面があったとはいえ、バブル経済期以降の無規律な行財政運営や財政の健全性を監視す

る上で不可欠な債務ストック等の会計情報の欠如といった側面も存在する。
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極めて深刻な事態が予測されている。府税収入額

の実に２分の１近い財源が不足することになる。

大阪府は財政再建プログラム案の前身となる

「財政健全化方策案」（９６年９月公表）以来、福

祉・教育・医療を中心とする経費の削減、人員削

減と人件費の抑制、手数料など住民負担の増加と

いった本格的な行政改革に着手し緊縮財政に移行

している。それでも、財源不足は予想を上回って

膨らみ、ついに９８年度には財政赤字に陥った。こ

れは、８２年度以来、１６年ぶりである。

経済力の豊かな大都市圏自治体である大阪府が

なぜこのような財政危機に陥ったのであろうか。

この分析を通して、全国の自治体に共通の地方財

政危機の背景を探ることにする。

１ 大阪府財政危機の要因Ⅰ：歳入分析

１．１ 歳入構造の特異性

大阪府財政の健全性を検討するため、最初に歳

入構造の特徴をみてみよう。最近１１年間の歳入規

模及び財源別歳入構成比（普通会計ベース）の推

移をみると、図表１―１、１―２の通りである。

府の歳入構造を都道府県平均と比較すると、より

大きな部分を地方税収が占めていることが分かる。

９８年度決算を例に比べてみると、都道府県平均で

は全歳入の１６．７％が地方交付税、１８．２％が国庫支

出金であり、地方税は３１．２％を占めるにとどまっ

ている。これに対して、府では地方交付税が

３．９％、国庫支出金は１５．５％であり、全歳入の

４４．５％が府税収入となっている。それらの推移を

みると、歳入総額に占める府税収入の割合はこの

１０年間で大きく低下している。これは歳入全体に

占める府税収入の構成比の低下にとどまらず、絶

対額でみても同様の傾向にある。府税収入は９０年

度の１兆４，７３１億円をピークに減少に転じ、バブ

ル崩壊後の９５年度には１兆９２９億円まで減少を続

けた。９５年度を９０年度と比較すると、府税収入は

３，６００億円減少（２６．０％減）し、最高時の４分の

３まで縮小した。その後９８年度までは１兆１５００億

円程度で推移していたが、９９年度予算の府税収入

計上額は１兆７８７億円と一段と減少している。こ

れを９０年度と比較すると、およそ２７％の落ち込み

となる。

さらに、大阪府の府税総額の内訳をみると、法

人二税（法人事業税、法人住民税）の構成比が最

も高く、９８年度決算で都道府県平均が３３．１％であ

るのに対し、府は３７．５％と、いく分高い割合と

図表１―１ 大阪府の歳入構成の推移

（注） 棒グラフ内の数字は構成比

（出所） 自治省「都道府県決算状況調」
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なっている。そして、その推移をみると、やはり

減少傾向が続いている。先にも述べたように、９０

年度から９５年度にかけて、府税収入は３６００億円減

少したが、このうち、法人二税の減少額は、

３，４５０億円であり、これが府税収入減少の最大の

要因であった。９０年度から９５年度にかけて、法人

二税の収入の落ち込みは大都市圏を中心に全国的

にみられたが、東京都（２７．２％減）、神奈川県

（３９．５％減）、愛知県（３８．６％減）などに比べて

も、大阪府の減少率は４１．９％と最も大きかった。

その後も法人二税収入は、はっきりとした回復基

調にはなく、９８年度は９０年度と比べて３，８４２億円

の減少、５４．２％の水準にとどまっている。内訳別

にみると、法人事業税収は最高時の８９年度を１００

とすると、９８年度には４９．８と半減している。また、

都道府県民税のうち法人税割部分の収入は最高時

の８８年度を１００とすると、９８年度は５３．６と、こち

らも低下が著しい。

一般的に大都市圏は法人二税に税収を依存する

傾向がみられるが、この税収構造は企業収益の多

寡により税収が変動しやすい。好景気の時には税

収が大きく増加するのに対して、景気が悪化した

場合には逆に大きく減少してしまう。つまり、大

都市圏に属する大阪府は、その税収構造ゆえにバ

ブル崩壊の影響を強く受けてしまったといえる。

１．２ 法人二税を中心とした府税収入の落ち込み

の背景

法人二税収入の推移をさらに遡ってみてみよう。

図表２は第一次石油危機直後の７４年度を１００とす

る指数で、主要都府県の法人二税収入の推移を示

したものである。８０年度の段階における各都府県

の指数は、東京都が１５１、神奈川県１９０、愛知県

１７７、全国平均１５１であるのに対して、大阪府は

１２４にすぎない。この図表からは、石油危機後現

在に至るまでほぼ一貫して、大都市圏及び全国平

均に比べて、大阪府の法人二税収入の回復は最も

遅れてきたことが分かる。

では、なぜ全国と比べて大阪府の法人二税収入

は石油危機後の回復が遅れ、その調整期が終わっ

たバブル期以降現在に至るまで低調であるのだろ

うか。その原因を法人事業税収の業種別内訳の推

移を通してみてみよう。

図表３によると、８０年度の段階において既に、

証券業、保険業、サービス業などの法人事業税額

は石油危機直後の７４年度の２～５倍近くまで拡大

図表１―２ 都道府県の歳入構成の推移

（注） 棒グラフ内の数字は構成比

（出所） 自治省「都道府県決算状況調」
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している。これとは対照的に、大阪府の基幹産業

である鉄鋼、機械・金属部門は石油危機直後の水

準すら割り込む状態となっている。８０年代を通じ

て、大阪府経済は、家電を中心とする電機部門へ

の依存、臨海部重化学コンビナートの衰退、自動

車を中心とする輸送機械部門の基盤の弱さといっ

た諸問題を抱えつつ、サービス経済化、ファイナ

ンス部門の拡大が進行していったのである。

このような８０年代を通じて進展した大阪府経済

の構造変化は、バブル景気がピークに達した９０年

度の法人事業税収に端的に表れている。金融業、

証券業、保険業、不動産業、サービス業等が府税

収入の中心となり、これら５業種合計の税収額は

１，９２０億円（構成比２８．０％）と、８０年度（５４３億円、

構成比１７．２％）の実に３．５倍に増加した。一方、

製造業の法人事業税収の全税収に占める割合は８０

年度の４５％から３５％へ１０％ポイントも低下してい

る。

そして、バブル崩壊後の９５年度の税収は、電

気・ガス、化学など、ごく一部の業種を除き、各

業種とも大幅な落ち込みをみせた。とくに金融

（対９０年度比で６９．２％減）・証券（９６％減）・不動

産業（６３．８％減）の税収は激減し、これに保険業

を加えた４業種合計の税収額は４７６億円となり、

９０年度の水準に比べ６６．７％も低下した。また、製

造業の減収額も大きく１，０５０億円（４４％減）にの

ぼった。

以上のようなバブル崩壊後における大阪府税収

減の最大の要因としては、�１８０年代から９０年代初

頭に進展した経済の構造変化により、府の法人事

業税の業種別構成が、バブル崩壊の影響を最も強

く受けた金融・証券・保険・不動産部門へ傾斜し

ていったこと、�２地方や海外への工場移転、途上

国製品との競争激化などの理由により、大阪府経

済の基幹的部分をなす製造業、とりわけ鉄鋼、機

械・金属、電機部門などはバブル期以前から伸び

悩んできたが、バブル崩壊により更なる不振に

陥ったこと、�３自動車やコンピュータといった成

長性の高い加工型組立産業への産業構造転換が遅

れたこと、�４同府では、２１万社と資本金１億円未

満の中小法人が多いこと、などが挙げられる。

そして、資本金１億円未満の中小法人の６割強

が赤字（欠損）法人となっており、資本金１億円

以上の赤字法人も３割強に達している。

図表２ 全国及び主要都府県における法人二税の推移

（出所）「財政再建プログラム案」（大阪府）より抜粋
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図表３ 大阪府における法人事業税決定額の産業別内訳の推移 （単位：百万円、％）

年 度

業 種

１９８０年度 １９９０年度 １９９５年度 １９９８年度

税 額 構 成 比 対７４比 税 額 構 成 比 対８０比 税 額 構 成 比 対９０比 税 額 構 成 比 対９５比

農林・水産・鉱業 ３４２ ０．１ １９０ ５３５ ０．１ １５６．４ ３９１ ０．１ ７３．１ ２５９ ０．１ －３３．８

建設業 １７，４６３ ５．５ １２９ ６２，６７７ ９．１ ３５８．９ ３８，９１３ １０．４ ６２．１ ２３，７０２ ６．６ ６０．９

製造業 １４１，６９１ ４４．８ １２６ ２３９，３８５ ３４．９ １６８．９ １３３，９６６ ３５．８ ５６．０ １１３，０７７ ３１．５ ８４．４

食品 ７，２７２ ２．３ １５５ １１，３９１ １．７ １５６．６ ８，４７６ ２．３ ７４．４ ７，２２８ ２．０ ８５．３

繊維 ９，３０２ ２．９ １４５ １３，２７３ １．９ １４２．７ ６，４８９ １．７ ４８．９ ４，６３１ １．３ ７１．４

化学 ２８，４３１ ９．０ １５３ ４１，３０５ ６．０ １４５．３ ３７，５５７ １０．０ ９０．９ ３４，１０７ ９．５ ９０．８

鉄鋼 １１，９４０ ３．８ ８５ ２１，４７９ ３．１ １７９．９ ５，５７５ １．５ ２６．０ ４，４２４ １．２ ７９．４

機械・金属 ２８，４３１ ９．０ ９２ ５６，０２９ ８．２ １９７．１ ２３，６３４ ６．３ ４２．２ １９，１５８ ５．３ ８１．１

電機 ２９，８１４ ９．４ ２１４ ４７，６１９ ６．９ １５９．７ ２１，２５０ ５．７ ４４．６ １８，２５８ ５．１ ８５．９

輸送機械 ３，８３９ １．２ １０７ ５，０３６ ０．７ １３１．２ ４，４５３ １．２ ８８．４ ２，２４９ ０．６ ５０．５

その他 ２２，６９８ ７．２ １０９ ４３，２５３ ６．３ １９０．６ ２６，５３４ ７．１ ６１．３ ２３，０２２ ６．４ ８６．８

非製造業 １７４，７２２ ５５．２ １３２ ４４６，３５２ ６５．１ ２５５．５ ２４０，３８４ ６４．２ ５３．９ ２３３，６００ ６５．２ ９７．２

卸売業 ５６，８０８ １８．０ １１２ ８０，４８０ １１．７ １４１．７ ４３，９２８ １１．７ ５４．６ ３２，９９３ ９．２ ７５．１

小売業 ２３，９７８ ７．６ １４１ ６１，６４５ ９．０ ２５７．１ ３６，９５０ ９．９ ５９．９ ３５，０１６ ９．８ ９４．８

金融業 ２１，２９９ ６．７ ９９ ６０，７４０ ８．９ ２８５．２ １８，７１３ ５．０ ３０．８ ２８，０２７ ７．８ １４９．８

証券業 ４，１０８ １．３ ４８１ ２３，２４６ ３．４ ５６５．９ ９２０ ０．２ ４．０ ２，４９６ ０．７ ２７１．３

保険業 ４，５５６ １．４ ３９０ １１，０７１ １．６ ２４３．０ １０，６５９ ２．８ ９６．３ １１，３８８ ３．２ １０６．８

不動産業 １０，５７４ ３．３ １４５ ４７，８２３ ７．０ ４５２．３ １７，３３５ ４．６ ３６．２ １７，９７４ ５．０ １０３．７

運輸・通信業 １０，４５７ ３．３ １５３ ２８，６５５ ４．２ ２７４．０ １６，８０６ ４．５ ５８．６ ２５，７９６ ７．２ １５３．５

電気・ガス業 ７，００８ ２．２ ２０３ ７，１４１ １．０ １０１．９ １０，３４２ ２．８ １４４．８ １０，１２０ ２．８ ９７．９

サービス業その他 １３，８１０ ４．４ ２００ ４９，１０３ ７．２ ３５５．６ ３６，６３５ ９．８ ７４．６ ３９，３９３ １１．０ １０７．５

特別法人等 ４，３１９ １．４ １５４ １３，２３６ １．９ ３０６．５ ８，７９１ ２．３ ６６．４ ６，４３６ １．８ ７３．２

合 計 ３１６，４１３ １００ １２９ ６８５，７３７ １００ ２１６．７ ３７４，３５０ １００ ５４．６ ３５８，４２０ １００ ９５．７

（出所） 大阪府財政課資料より作成
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２ 財政危機の要因Ⅱ：歳出分析

２．１ 歳出拡大の原因

以上みてきたように府税収入の減少・停滞にも

かかわらず、府の歳出総額は増加傾向を続けてい

る。最近１１年間の歳出規模及び性質別歳出構成比

の推移を調べると、図表４の通りである。これに

よると、府の歳出総額は９０年度の２兆２，４４４億円

から、最高時の９５年度には２兆６，５６０億円へと、

１．１８倍にも膨らんだ。歳出総額はその後は２年連

続で減少したが、９８年度には、前年度より１，７５４

億円多い２兆５，８８１億円へと再び増加している。

大阪府は、９８年９月に公表した「財政再建プロ

グラム案」のなかで、同府の財政危機の原因を、

人件費・公債費・扶助費などの義務的経費の増大

に求めている。そのなかでも歳出総額の４割程度

を占める人件費の増大が、赤字の最大の原因であ

るかのように主張している。大阪府一般会計の歳

出額の推移を性質別にみることにより、これを検

証してみよう。

図表４によると、普通建設事業費と人件費が歳

出全体に占める割合が高く、各々約２割、約４割

となっている。歳出の２大項目である人件費と普

通建設事業費は根本的に異なる性質を持つ。人件

費は扶助費、公債費とともに義務的経費と呼ばれ、

法令により、あるいはその性質上、支出が義務付

けられ、自治体の裁量で任意に削減することはで

きない。他方、普通建設事業費は失業対策事業費、

災害復旧事業費とともに投資的経費と呼ばれ、地

方自治体の裁量で、ある程度まで加減調整が可能

である。図表４によれば、人件費が最大歳出要因

であると同時に、一貫して増大傾向にあることが

分かる。しかし、府の財政が著しく悪化した９０年

度から９５年度に限れば、変動を伴いながらも普通

建設事業費が急速に増大していることが分かる。

９０年度から９５年度にかけて、人件費は１．１３倍に増

加したのに対し、普通建設事業費は１．６８倍に増加

している。この間の人件費の増加額１，１１１億円は、

普通建設費増加額２，５５７億円の半分以下にすぎな

い。ちなみに大阪府によれば、府の一般行政職員

は９０年度の１万１７５０人から９５年度の１万１６３３人へ

と減少している。また、一般常勤職員の８割程度

は学校職員や警察官であるが、前者はこの間に

１．０２倍に増えているものの、後者は０．９４倍と大き

図表４ 大阪府の歳出額の推移

（注） 棒グラフ内の数値は９０年度を１００とした伸び率

（出所） 地方財務協会「地方財政統計年報」

５５ 郵政研究所月報 ２０００．１２



く減少している。これらに企業会計部門の職員を

加えた合計で比較すると、９０年度の１０万１９４人か

ら９５年度の９万７，２１１人へと３，０００人近く減少して

いる。また、府歳出に占める人件費の構成比をみ

ても、８１年度の４７．１％をピークに、その後低下基

調となり、９３年度には３５．６％まで低下し、その後

９５年度まではほぼ横ばいで推移している。

このように、大阪府財政における人件費は確か

に絶対額では大きく、また増加傾向にあるが、こ

れはいわば当然増に近いものといえる。同府の財

政赤字が人件費の増加にある程度起因したことは

否定できないが、危機の主因をそこに求めるのは

必ずしも妥当ではない。

これに対して、政策的経費として弾力的運用が

可能な普通建設事業費の場合は、人件費や公債費

など義務的経費と異なり、府の主要財源である地

方税収が落ち込めば、その抑制に進むのが自然で

ある。しかし実際には、９５年度まで普通建設事業

費は急速に上昇し、歳出に占める比重でも人件費

の低下傾向とは異なり、９０年度の１７％から９５年度

の２４％へと上昇基調を維持してきた。特に９２、９３

年度及び９５年度は普通建設事業費が最大の歳出増

加要因となっている。

以上、この間の経費の推移を性質別に分析する

と、大阪府財政危機の主因は人件費などの義務的

経費にではなく、むしろ普通建設事業費などの投

資的経費の急増にあることが分かる。

とすれば、景気低迷により歳入が落ち込んだ時

期（特に９１年度から９５年度にかけて）に投資的経

費、とりわけ、その９９％以上を占める普通建設事

業費がなぜ増加したのか、その理由を確かめるこ

とが、歳出面から大阪府財政危機の原因を探るう

えでのポイントになる。大阪府の普通建設事業費

は、９３年度は８４年度の約３倍に拡大しており（都

道府県平均は約２倍）、積極的な財政出動がなさ

れたことが分かる。実際、この時期には南大阪湾

岸整備事業（りんくうタウン）、国際文化公園都

市、泉佐野コスモポリスなどの大型施設の開発が

次々に進められており、関西国際空港建設工事が

進捗（８７年～９３年）したのもこの時期である。

２．２ 投資的経費増大の要因

以下では、長引く景気低迷により歳入が減少し

ていたにもかかわらず、なぜ普通建設事業費が増

大したのか、その理由について検討する。８８年度、

９５年度、９８年度の普通建設事業費の目的別内訳を

比較すると、図表５の通りである。これをみると、

９５年度では、道路・橋梁、都市計画、河川河岸等

の土木費が普通建設事業費の７２．２％と最大の割合

を占めている。そして、８８年度から９５年度にかけ

ての土木費の伸びを補助事業（地方公共団体が国

からの負担金または補助金を受けて実施する事

業）と単独事業とに分けて比較すると、補助事業

が１．９５倍であるのに対して、単独事業は３．５３倍と

なっている。また、８８年度では、補助事業として

の土木費と単独事業としての土木費の比率は５：

３であったのに対して９５年度には、ほぼ１：１の

割合となっている。普通建設事業費の増大に関し

て重要なことは、バブル期の８８年度からバブル崩

壊後の９６年度まで、その中心が補助事業費ではな

く、府の自主財源や起債によって賄われる単独事

業費であったことである。さらに、９５年度の段階

における大阪府の普通建設事業費の財源内訳（図

表６及び７）をみると、補助事業費では国庫支出

金５０．５％、地方債４４．５％、一般財源２．６％である

が、地方単独事業費では地方債８４．２％、一般財源

８．８％になっている。補助事業費の場合は国庫支

出金がつくため地方債や一般財源は比較的少ない。

これに対し、単独事業費の場合、地方債が最大の

財源であり８割以上にものぼっている。単独事業

費の財源内訳において、地方税などの一般財源の

比率が次第に低下し、地方債に依存するように

５６郵政研究所月報 ２０００．１２
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なったのは、国の景気対策のための補正予算にお

いて、１００％近い単独事業への起債が認められた

ことが大きい。

さらに、大阪府の地方債現在高の目的別構成比

（図表８）をみると、一般単独事業債のシェアは

８９年度の３２．２％から増加し続け、９５年度には

図表６ 補助事業費の財源内訳

（出所） 自治省「都道府県決算状況調」

図表５ 大阪府の普通建設事業費の目的別内訳

（出所） 自治省「都道府県決算状況調」

５７ 郵政研究所月報 ２０００．１２
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３８．４％、９８年度には３９．９％にまで上昇している。

このことからみても、普通建設事業費のなかでも、

地方単独事業費が地方債の増発を促す要因であっ

たことが分かる。以上のように、大阪府の巨額の

普通建設事業費と巨額の地方債残高を形成した要

因は、この時期における地方債依存による単独事

業費の拡大が原因であるといえる。

問題は、財政環境が悪化するなかで、大阪府が

なぜ地方債に依存してまで単独事業中心に普通建

設事業費を拡大させてきたかである。実はこうし

た経緯は大阪府に限らず、この時期、全国の多く

の地方自治体において共通にみられた現象であっ

た。

２．３ 投資的経費拡大の二つの要因

投資的経費を拡大させた要因は、バブル経済崩

壊後の景気対策としての公共事業の拡大要請に大

阪府が応じてきたことである。バブル経済崩壊後

の景気対策として、政府は９２年度以降今日まで幾

度にもわたって総合経済対策を実施してきたが、

そこでの中心は公共事業の拡大であり、地方単独

事業も積極的に動員されたのである。

その際に、国庫補助金のつかない単独事業に地

方自治体を動員するために、政府のとった方策は、

地方債での優遇であった。つまり、単独事業に関

わる起債充当率を高めたり、将来の元利償還費の

一部を基準財政需要額に算定し、地方交付税を増

額することによって地方自治体の当面の財政負担

を軽減したのである。

実際に、公共事業関連の交付税の元利償還保証

として最も顕著に表れる事業費補正額１）をみると、

９４年度から９９年度の６年間で倍増している（図表

９）。ただし、起債しなくとも当面の行政サービ

スを低下させることがないので、交付団体と不交

付団体では起債のメリットの格差が大きい。その

ため、直接的に交付税の将来保証の恩恵を受ける

交付税の交付団体ほど、事業費補正額の伸び率が

高くなっている（図表１０）。

図表７ 単独事業費の財源内訳

（出所） 自治省「都道府県決算状況調」

１）この場合の交付税措置は、ほとんどが事業費補正による。事業費補正とは、地方自治体の公共事業費の地方負担等、実際の投
資的経費の財政需要を基準財政需要額に反映するものである。地方交付税の交付団体であれば、補正が認められる事業費分の
交付税増額は保証されることになる。そのため、交付税が実質的に補助金化しているとの批判が多い。

５８郵政研究所月報 ２０００．１２
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単独事業のために許可された地方債の代表的な

ものは地域総合整備事業債、臨時地方道路整備事

業債、臨時河川等整備事業債などである。例えば、

地域総合整備事業債（地総債）の場合、事業費総

額への地総債の充当率は７５％とされ、残り２５％が

自治体の一般財源負担となるが、そのうち１５％分

が地方交付税措置され、結局、地方自治体は事業

費総額の１０％の財源負担をすれば単独事業に着手

できるのである。しかも発行した地総債の後年度

の元利償還も、その３０～５５％を地方交付税措置さ

れることになっており、自治体の負担はさらに小

さくなる。

この結果、全国的に単独事業に関わる地方債発

行が増加したが、大阪府においても同様であった

（図表１１）。たとえば、９５年度を９０年度と比較し

た場合、大阪府債務残高の単独事業に関わる部分

で、増加が顕著なのは臨時地方道路整備事業債

（１，９８０億円増）、地域総合整備事業債（１，２６９億

円増）である。

国はこうした交付税措置を制度化することに

よって、地方公共団体を国の景気対策に沿う単独

事業に向かわせる間接的な誘導策を講じることに

図表８ 大阪府の地方債現在高の目的別構成比

（出所） 自治省「都道府県決算状況調」
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図表９ 交付税事業費補正（元利償還分）の推移

（出所） 自治省「地方交付税関係計数資料」

図表１０ 事業費補正額の伸び率の推移

（出所） 自治省「地方交付税関係計数資料」

図表１１ 大阪府の一般単独事業債の内訳の推移

（出所） 自治省「都道府県決算状況調」
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とどまらず、景気対策を策定する際、地方政府に

ついても相応の役割を果たすように要請している。

９２年８月から９８年４月までをみると、地方が直接

の関与を求められている経済対策は、計６回にも

のぼっており、国が地方に単独事業として求めた

総額は１１兆１，０００億円に達する。また、９９年１１月

２日に自治省は、近く政府が決定することになっ

ていた総合経済対策に盛り込まれる公共事業につ

いて、地方公共団体が１２月以降の補正予算に単独

事業を盛り込む場合は、全額地方債発行による財

源調達を認め、償還財源の４５％を交付税で肩代わ

りすることを通知するなど、より直接的な行政指

導で地方公共団体に単独事業を要請している。

以上のように、地方自治体が国の景気対策に呼

応する背景には、起債許可と地方交付税を組み合

わせたシステムの存在が大きい。当面も将来も資

金不安が少ないのであれば、景気の下支えという

名目で各地方自治体が地方債発行によって普通建

設事業費を増加することは容易に想像がつく。

普通建設事業費が著しく増大したもう一つの側

面としては、大阪府の経済不振に対して大規模プ

ロジェクトを大阪府が独自の判断で行なったこと

である。大阪府は地盤沈下からの脱出を求める地

元経済界の要請に応え、関西国際新空港の建設を

はじめ、南大阪湾岸整備事業（りんくうタウン）、

国際文化公園都市、泉佐野コスモポリスなどの大

規模プロジェクトの建設を進めた。しかし、バブ

ル崩壊とともに経営が行き詰まり、採算のとれな

くなった団体の統廃合が課題になっている。しか

も、第三セクターの統廃合に際して、出資額の放

棄にとどまらず、追加の財政資金投入が必要にな

るケースが増加しており、これが大阪府の財政悪

化の原因となっている。例えば、泉佐野コスモポ

リスの場合、資本金１０億円のうち大阪府の出資は

１．７億円にすぎないが、その破綻処理に際して２００

億円（貸付金７０金億円の債権放棄を含む）もの負

担を強いられることになった。また、りんくうタ

ウン造成事業では、完成地のうち売却予定面積の

半分程度を売却したに過ぎない。そして、２，０００

億円を超える企業債は２００２～２００５年度に償還予定

が集中している。この先、分譲が進まない企業債

の大量償還が始まれば、資産は大部分が造成予定

地であり現預金は１００億円強しかないため、この

会計だけで償還資金を確保することは困難である。

同府の一般会計からの財政支援などが必要になる

可能性がある。

このようにみると、今日の大阪府財政危機の背

景には、政府による地方債と地方交付税を一体化

させた集権的財政システムによる地方財政誘導策

があったとはいえ、その直接的で重大な原因は、

バブル経済の崩壊と地域経済の基幹的部門の不振

により法人二税を中心とした府税収が減少してい

るにもかかわらず、政府の景気対策に追随してバ

ブル型の大規模プロジェクト投資をはじめ普通建

設事業を安易に拡大させてきた大阪府の行財政運

営にあるといってよい。

３ 財政危機への対処

３．１ 府債の増発と基金の取崩し

９８年度の府税収入と支出の差（支出－府税収入）

は、１兆５，０００億円にのぼる。この差が８８年度時

点では６，０００億円程度であったことを考えると、

この１０年間で府の財政状況がいかに悪化している

かがわかる。大阪府の歳出入ギャップは拡大の一

途にあるが、府税収が減少に転じた９１年度以降の

歳出額が９５年度までほぼ一貫して増加しているこ

とからみると、財政悪化が最も進行したこの時期

において、府は歳出入ギャップを埋める方法とし

て歳出の削減を中心に考えていたわけではなかっ

たとみられる。大阪府が歳出入ギャップを縮める

手段として採ったのは、地方債の増発と積立金の

取崩しであった。ただし、バブル崩壊後の長引く
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不況の影響を受けた税収の落ち込みで地方税の

シェアが下がった分を地方債の増発や積立金の取

崩しで賄う動きは、大阪府に限らず、この時期全

国的にみられたものである。

図表１―１（前掲）をみると、地方税収入が減

少に転じるのとほぼ同時期（９２年度以降）に、地

方債収入が急激に増加しているのが分かる。それ

まで安定的に推移していた地方債現在高も、９２年

度を境に増加に転じており、９８年度には９０年度の

２．８倍にあたる３兆５，８９０億円にまで達している。

この結果、歳入に占める地方債収入の比率であ

る地方債依存度は急上昇している。図表１２は８０年

度以降における大都市圏に属する４都府県と他の

４３道府県の地方債依存度を、図表１３は同様に４都

府県と他の４３道府県の債務残高の対県内総支出比

の推移を示したものである。図表１２をみると、と

くに法人二税の落ちこみの影響が大きかった大都

市圏の自治体の方が、地方債依存度が高くなる傾

向がみられる。大阪府については、９２年度以降９５

年度まで、地方債依存度は急激に上昇し、９５年度

には２１．１％に達している。また、図表１３をみると、

債務残高の対県内総支出比は、９２年度以降９７年度

に至るまで増加し続け、９７年度には８．２％に達し

ている。これは、金額では８８年度の約２．６倍、対

県内総支出比では約２倍の伸びにあたる。

そして、大阪府（普通会計）の地方債現在高の

目的別構成比（前掲図表８）によると、財源対策

債、減収補填債、調整債、臨時財政特例債までが

財源補填目的の地方債であるが、この合計だけで

９８年度の地方債現在高の２９％を占めている。これ

に減税補填債（３．１％）も含めると、種々の名目

をつけた財源補填目的で増発された地方債の９８年

度末の現在高が、地方債現在高に占める割合は

３２％になる。そして、普通建設事業の財源に充て

るための地方債は５７％にも及ぶ。つまり、大阪府

に累積した地方債の９割近くが普通会計全体の財

源不足を補填する目的ないしは公共事業の財源と

して発行されたものであることになる。

また、こうした財源不足のもと、会計上の歳出

入ギャップ拡大を抑制するため、府は長年にわた

り積み立ててきた積立金を取り崩さざるをえなく

なっている。図表１４は大阪府の各種基金の合計額

及びその増減の推移であるが、９２年度以降９８年度

まで取崩しが積立てを上回ってきた。この結果、

最高時の９１年度には３８３０億円あった積立金残高も、

９８年度には半分以下の１７２６億円にまで落ち込んで

いる。特に財政調整基金（年度間財政の収支の調

整を目的として設置している）と減債基金（地方

債の将来の償還費に充てるために積み立てられて

いる）の落ち込みは大きく、２つの基金の合計額

は５３億円と都道府県平均の１０分の１にまで減少し

ており、府の窮状が窺える。特に、比較的使途が

自由でバッファー効果の高い財政調整基金の減少

が顕著であり、今後、積立金の取り崩しによる歳

出入ギャップの抑制を続けることは困難であろう。

その一方で、地方債現在高や債務負担行為（以

下で、債務負担行為という場合、「次年度以降支

出予定額」を指す）はほぼ一貫して増加し続けて

いる。そこで、積立金残高と現在及び将来の借金

である地方債現在高及び債務負担行為の合計額と

の関係をみてみよう。実質的な債務現在高（積立

金残高から地方債現在高及び債務負担行為を差引

いた値）を、さらに財政規模で割った値の推移を

図表１５に示した。９２年度以降全国平均との格差が

拡大し始め、以後その傾向に一層拍車がかかって

いることがわかる。この値が８９年度以降、常にマ

イナスの値をとり続けているということは、仮に

現在の積立金を全て引き出したとしても、現在及

び将来の借金を返済できないことを意味している。

９８年度でみると、この値は４兆３，５５４億円にのぼ

り、これは同年度の府の標準財政規模１兆２，９０７

億円の３．３７倍に相当する金額である。つまり府は、
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現時点の貯金をすべてはたいて借金を返済しても、

まだ年収の３倍以上の借金を抱えていることにな

る。

３．２ 債務負担行為の比重

地方自治体が抱えている累積債務の大半は、地

方債が占めている。また、地方の債務を最も広義

にとると、これに公営企業債、交付税特別会計借

入金、国民健康保険事業などの公営事業会計で発

行される事業債の残高が加わる。しかし、上記以

外にも普通会計が負担することになる債務が存在

している。それは、自治体にとって後年度負担と

なる債務負担行である。８９年度以降の大阪府及び

全国都道府県の債務負担行為の比重を、標準財政

規模及び地方債現在高との対比でみたのが図表１６

及び１７である。これによると、標準財政規模に対

する債務負担行為額の比率は、９１年度以降急激に

上昇し、９４年度には標準財政規模に匹敵する規模

図表１２ 地方債依存度の推移

（出所） 地方財務協会「地方財政統計年報」等

図表１３ 地方債務残高の推移（対県内総支出比）

（出所） 経済企画庁「県民経済計算年報」

自治省「都道府県決算状況調」
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まで拡大した。その後は低下したものの、９８年度

末現在でも、都道府県平均値３０．５％に対して、大

阪府は７２．８％と非常に高い。

また、地方債現在高との対比でみた債務負担行

為額の比率は、８９年度末よりも９８年度末の方が低

位にシフトしている。都道府県平均値も８９年度末

現在で１９．３％であったものが、９８年度末現在では

１２．３％へと下がっている。大阪府の場合でみると、

債務負担行為額自体はこの間に１．９９倍だけ増加し

たものの、地方債現在高がそれを上回る２．７９倍の

伸びを記録したことにより、比率は３６．６％から

２６．２％に低下している。しかし、これだけ急伸し

た地方債現在高との対比でも、債務負担行為額の

比率が２０％を超えていること、全国平均もなお

１２．３％であることは注目すべきである。

３．３ 大阪府財政の硬直化

こうした債務の累増は、公債費負担比率（普通

会計決算統計上、公債費に充当された一般財源が

一般財源総額に占める割合）の上昇という形で府

図表１４ 大阪府の各種基金の推移

（出所） 自治省「都道府県決算状況調」

図表１５ 実質的債務現在高の推移（対標準財政規模比）

（注） 実質的債務現在高＝積立金－（地方債現在高＋債務負担行為）

（出所） 自治省「都道府県決算状況調」
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財政を逼迫させる要因となる。図表１８は、最近１１

年間につき、公債費負担比率の推移を示したもの

である。これをみると、大阪府の公債費負担比率

は９２年度までは下降線を辿っていたのが、９３年度

から上昇に転じ、９８年度には１３％を超える状況に

なっている。このように公債費に充当される一般

財源の割合が高くなると、公債費を含む経常的経

費を経常一般財源（普通税、地方譲与税、普通交

付税、経常的に収入される使用料、手数料など、

毎年恒常的に収入され、かつ、使途の制約がない

収入）で賄うことが困難になることが予想される。

それを確かめるために、経常収支比率（＝経常的

経費に充当された一般財源／経常一般財源の総額）

の推移をみてみよう（図表１９）。地方自治体の財

政運営上、人件費、物件費、扶助費、補助費等の

経常的経費はまずは経常特定財源で賄い、残額を

経常一般財源で賄うのが通例となっている。そし

て、経常的経費に充当してなお残る経常一般財源

は、普通建設事業費をはじめとする臨時的経費や

新規の行政需要に充当可能な余剰財源として留保

することになっている。一般的には、経常一般財

源の２０～３０％を留保できるのが望ましいとされて

いる。そして経常収支比率が高いほど、その地方

自治体は自由に使えるはずの財源を、自分の裁量

で使えなくなっていることを示している。

主要都府県と都道府県平均の経常収支比率の推

移を示した図表１９によると、８８年度から９５年度ま

で一貫して都道府県平均と大阪府の値の差が広が

り続けていることが読み取れる。９６年度には大阪

府の経常収支比率の低下により差は一旦縮まった

ものの、９７年度以降再び拡大傾向にある。そして、

９８年度には大阪府の経常収支比率の値は１１７．４％

まで達している。この値は神奈川県の経常収支比

率の値１１５．１％を大きく上まわるワースト１位で

ある。常収支比率が１００％を超えることは、経常

的な歳入だけでは必要不可欠な歳出を賄い切れな

いという異常な状況であり、地域社会に固有な政

策を展開する余地など微塵もないことを表してい

る。

長引く不況による大阪府の税収の落ち込みは、

大阪府財政に財源不足をもたらすという直接的な

意味での財政危機の一つの原因となったばかりで

なく、その財源不足を補填するための府債の増発

が府財政の将来負担を累増させ、財政の弾力性を

も弱める原因にもなっている。

図表１６ 債務負担行為額の推移（対標準財政規模比）

（出所） 自治省「都道府県決算状況調」

６５ 郵政研究所月報 ２０００．１２
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４ 地域間財政調整と税源配分の問題点

４．１ 地方交付税制度の問題点

今まで述べてきたように、今回の大阪府の深刻

な財政危機を招いた最大の原因は、大阪府自身の

財政運営の失敗によるものと考えられる。しかし、

その背景には、日本の中央集権的税財政システム

の抱える構造的問題が存在する。

日本の集権的税財政システムの大きな特徴は、

総税収の３分の２弱を国が徴収しているため、自

主財源だけでは歳出を賄いきれない地方自治体は、

中央政府からの大きな財政移転によってその財政

を支えていることである。財源不足を補う手段と

しては、地方交付税や国庫支出金の制度がある。

まず、地方交付税について考えてみる。図表２０は、

９８年度決算における人口１人当たりの地方税、地

方交付税及び一般財源の額を財政力指数別にグ

ルーピングしたものである。財政力指数の高い第

１グループ及び第２グループの地方税額の平均は

各 １々３．５万円、１１．７万円、地方交付税収は各々

図表１８ 公債費負担比率の推移

（出所） 自治省「都道府県決算状況調」

図表１７ 債務負担行為額の推移（対地方債現在高比）

（出所） 自治省「都道府県決算状況調」

６６郵政研究所月報 ２０００．１２
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０．７万円、６．６万円で、結局１人当たり一般財源

（地方税、地方交付税、地方譲与税の合計額）は

第１グループで１４．３万円、第２グループで１８．４万

円にすぎない。これに対し、財政力指数の最も低

い第５グループの地方税額は９．４万円しかないも

のの、地方交付税が２１．８万円あることにより、一

般財源では１人当たり３１．４万円というレベルに達

している。第１グループの府県の１人当たり一般

財源は第５グループの半分にも満たない。以上の

ように財政規模別にみると、地方交付税の配分に

は相当な格差が生じていることが分かる。しかし、

大都市圏に属する財政力指数の高い府県において

は、適正な額の地方交付税が配分されているであ

ろうか、という疑問が生じる。

これを大阪府についてみてみよう。大阪府は９３

年度以降、地方交付税の交付団体となっており、

府歳入に占める地方交付税の構成比をみると、９３

年度の１．０５％から除々に上昇し、９８年度には

３．９％を占めるようになっている。人口１人当た

り地方税額は１３．４万円であり、全国平均の１．２倍

である。しかし、１人当たり地方交付税収入では、

わずか１．２万円であり、全国平均の１０分の１にし

かならない。結局、大阪府の１人当たり一般財源

は１４．６万円であり、神奈川県、埼玉県、千葉県に

次ぐ全国最低水準になっている。

これに対して、財政力指数０．３未満の第５グ

ループに属する島根県、鳥取県などは、１人当た

りの地方税額は全国平均の８～９割程度でしかな

いが、逆に１人当たりの一般財源では全国平均の

１．４倍から１．６倍となっている。そして、１人当た

り一般財源が最高県の島根県と大阪府との格差も

拡大傾向にある。

これは、地方交付税が地域間の経済格差をなく

すための財政調整として、総じて人口の少ない地

域に手厚く配分されていることによるものである。

地方交付税は、基本的には各自治体が必要な行

政水準を達成するための標準的な財政支出「基準

財政需要額」が、標準税率で地方税を課税して収

納できる「基準財政収入額」を上回ると交付され

ることになっているが、その基準財政需要額は、

一般に県民１人当たりでは人口密度と逆相関の関

係（人口が少ないにもかかわらず面積が広い県ほ

ど過疎地域を多く抱えており人口一人あたりの費

用が嵩む等の理由）があり、過疎地の農村圏ほど

高く、人口の多い大都市圏の府県ほど低くなって

いる。例えば、９８年度の各県の１人当たり基準財

図表１９ 経常収支比率の推移

（出所） 自治省「都道府県決算状況調」

６７ 郵政研究所月報 ２０００．１２



政需要額を比較すると、都道府県平均２０．５万円に

対して、最高値は財政力指数の低い島根県３４．１万

円、鳥取県３２．３万円であるが、大阪府は１２．２万円

にすぎず、神奈川県１０．４万円、埼玉県１１．４万円、

千葉県１１．９万円と並んで最低水準になっている。

しかし、これだけの格差が、高齢化率や過疎地で

の割高な行政コストの差などで十分に説明できる

のか疑問である。今日の大都市圏を中心とした財

政危機を鑑みると、大都市圏域特有の財政需要が

基準財政需要額に十分に反映されていないことも

考えられるのではないだろうか。

４．２ 国庫支出金の再配分効果

次に、国庫支出金について、その配分実態を詳

しくみてみよう。まず、依存財源である国庫支出

金と、自主財源である地方税収との関係を、国庫

支出金が地方税の配分状態をどのように改善する

のかをみてみよう。図表２１には都道府県を地方税

の歳入合計に占める比率の低い順に並べ替え、そ

れとの対比において、各地方団体の国庫支出金の

歳入合計に占める比率を示してある。地方税収の

歳入合計に占める比率は高知県の１１．３％から東京

都の６４．６％まで図の左端から右端まで並んでいる

が、それに対応する国庫支出金の歳入合計に占め

る比率を示す細線は地方税収の歳入合計に占める

比率を示す太線と交差しており、かなりの変動が

あるが傾向としてみると、地方税収の歳入合計に

占める比率の高い地方公共団体のほうが国庫支出

金の歳入合計に占める比率がより低くなっている。

さらに、国庫支出金の配分実態を、大都市圏４

都府県（東京都、神奈川県、愛知県、大阪府）と

地方圏４３道府県に分けて考察してみよう。８０年代

以降のいわゆる奨励的補助金削減の動きによって、

国庫補助金の地方自治体への配分は大幅に削減さ

れてきたが、都道府県歳入に占める比率でも、８０

年度の２７．０％から９８年度には１８．２％に低下してい

る。そして図表２２のように大都市圏４都府県では

８０年度の１７．４％から９８年度の１４．０％へ、また地方

圏４３道府県でも３０．８％から２０．４％へと低下してい

る。しかし、それでも、９８年度現在の大都市圏の

１４．０％という数値は地方圏４３道府県の２０．４％に比

べて歳入構成比で６．４％ポイントも低い。また９８

年度の人口１人当たりの国庫支出金収入でも地方

圏４３道府県（人口９０２２万人）の９．４万円に対して

大都市圏４都府県（人口３５３５万人）は４．６万円で

あり、２分の１程度にすぎない。

次に、大阪府に対する国庫支出金の配分状況を

みてみると、１人当たり国庫支出金額は４．６万円

であり、埼玉県、神奈川県に次ぐ全国最低水準に

なっている。１人当たり国庫支出金額が最も多い

島根県（２０．９万円）とは１６万円もの格差がある。

両県の９８年度における国庫支出金の内訳をみてみ

よう（図表２３）。大阪府の場合、義務教育費負担

金１，９６０億円（４９．０％）と普通建設事業費負担金

１，０９０億円（２７．２％）という２大費目があるが、

島根県は普通建設事業費負担金９４７億円だけで

５８．９％を占め、義務教育費負担金は１６．４％にすぎ

ない。県民１人当たり額でみても、義務教育費負

担金は大阪府が２．２７万円、島根県が３．４３万円で

１．５倍程度である。教員人件費への国庫負担であ

図表２０ 財政力指数別１人当たり一般財源の状況
（９８年度） （単位：万円）

地方税
地 方

交付税

一 般

財 源

第１グループ （０．８～ ） １３．５ ０．７ １４．３

第２ （０．５～０．８未満） １１．７ ６．６ １８．４

第３ （０．４～０．５未満） １２．１ １２．４ ２４．７

第４ （０．３～０．４未満） ９．８ １５．８ ２５．８

第５ （ ～０．３未満） ９．４ ２１．８ ３１．４

大阪府 １３．４ １．２ １４．６

島根県 １０．９ ２６．３ ３７．４

（出所） 日本経済新聞社「日経地域総合ファイル」より計算

６８郵政研究所月報 ２０００．１２
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る義務教育費負担金額は、県内教員数、従って県

人口にほぼ比例しており、県民１人当たりレベル

では大きな格差は生じない。一方、普通建設事業

費負担金では大阪府の１．３万円に対して、島根県

は１２．４万円であり、その格差は９．８倍にも達する。

国庫支出金収入での大阪府と島根県の格差は、こ

の普通建設事業費での格差によって生じているの

である。

本来、地方自治体間の財政力格差は地方交付税

配分で調整されるはずであり、国庫支出金による

財政調整は政策的に意図されているわけではない。

しかし、現実には国庫支出金は再配分効果を持ち、

都道府県間で相当な格差が生じていることが分か

る。

さらに、以上でみてきた地域間財政調整を税源

配分とのかかわりで捉えると、そこには大きな矛

盾が存在する。この矛盾は特に大都市圏の都府県

財政に集中的に表れている。大阪府下で納められ

る税金の配分状況をみると、例えば９５年度の大阪

府下からの税収総額９兆２，０００億円のうち、国税

として徴収された割合が６７％、市町村税が２０％と

なっており、府税は１３％にすぎない。全国平均で

は国税が６２％、市町村が２２％、府県が１６％である

から、大阪府下の税収の配分は、国税の割合が高

く、府への配分がより小さくなっていることがわ

かる。しかし、問題なのは、大阪府は９３年度以降、

交付税の交付団体となっており、９８年度には約

１，０００億円を超す巨額の普通交付税の交付を受け

ていることである。このように大阪府は、税収に

関しては全国平均を下回る配分しか受けられない

一方で、同時に国からの巨額の交付税の移転を受

けなければならない状況にある。

５ 地方財政危機の構造的要因

５．１ 地方財政監視機能の低下

これまでにみてきた地方自治体における累積債

務の増大は、交付税措置や起債許可方針を手段と

する国の財源補償システムに誘導され、目先の景

気対策のために地方債の増発で財源を手当てしな

がら地方単独事業等の公共事業を拡大してきた財

政運営の帰結といえる。

しかし、各地方議会で毎年度、予算審議の場が

ありながら、なぜ、持続不可能な財政赤字なり債

務が累積するのを避けられなかったのか、さらに

自治省も、起債許可制度や起債制限措置を通じて、

自治体が過度の債務を負担しないように指導して

図表２１ 歳入合計に占める税収額と国庫支出金額の比率

（出所） 自治省「地方財政統計年報」

６９ 郵政研究所月報 ２０００．１２
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こなかったのであろうか。

今日の自治体財政は、国庫補助事業や機関委任

事務など、国の事業と直接関係する領域はもとよ

り、近年、比重が高まっている地方単独事業にお

いても、適債事業の範囲の決定、地方債の元利償

還費に関する交付税措置など、国の起債許可方針

の影響を強く受けている。

その際、自治省は地方債起債の許可制による統

制や起債制限措置を通じて、自治体財政の健全性

を監視する役割を担う一方で、交付税措置や起債

許可方針を裁量的に運用して、地方財政を国の景

気対策に沿う方向に誘導してきた。このことは自

治省による自治体財政の指導・監督に一種の利益

相反ともいえる行為が存在したことを示している。

そして、近年における自治省の地方財政への関与

の仕方は、国の経済政策の基本的スタンス（財政

再建よりも景気対策を優先）を反映し、景気対策

に地方財政を出動させる施策に傾斜したものとな

り、地方財政の健全性を監視する自治省のモニタ

リング機能は著しく後退した。こうした自治省に

よる財政出動喚起型の財源保証措置に傾斜した地

方財政への関与、それに伴う地方財政監視機能の

後退が、地方財政の危機を深刻化させた一因と

なったといえる。

しかし、２００６年度からは地方自治体が起債する

にあたり、従来の自治省の許可が事前協議だけで

済むようになる。すなわち、財政難に悩む地方自

治体にとって、起債の自由度が高まることになる。

しかし、自治省の起債許可制度が廃止されるとな

れば、交付税措置という国の債務保証も廃止され

る可能性が高く、債券償還に対する市場の評価も

図表２３ 国庫支出金の内訳
（単位：億円）

大阪府 島根県

８０年度 ９８年度 ８０年度 ９８年度

義 務 教 育 費 １，２３８ １，９６０ １８７ ２６３

生 活 保 護 費 １４ ９ ２９ １４

児 童 保 護 費 ４７ ７５ １６ １１

結 核 医 療 費 １９ ５ ３ ０

精 神 衛 生 費 ２４ ２５ ７ ―

老 人 保 護 費 ６ １ １７ ―

普 通 建 設 事 業 費 ６００ １，０９０ ６９３ ９４７

災 害 復 旧 事 業 費 ７ ３ ４３ ７３

国 庫 支 出 金 総 額 ２，１９９ ４，００４ １，０８２ １，６０７

歳入に占める比重 １８．４ １５．５ ３６．５ ２２．５

（出所） 自治省「都道府県決算状況調」

図表２２ 歳入合計に占める国庫支出金の比率

７０郵政研究所月報 ２０００．１２



厳しくなろう。そして、地方債の調達コストは各

自治体の信用リスクに応じて格差がつき、財政状

況が悪化した自治体は割高な資金調達コストを強

いられて、財政の一層の硬直化を余儀なくされる

ことになろう。こうした地方財政の市場化の流れ

に備え、自治省による財政干渉に代わる自治的な

財政規律を喚起するシステムをいかにして確立す

るかが、地方自治体にとっての当面の重要な課題

といえる。

５．２ 財政錯覚による財政規律の低下

前項では、地方財政の危機化の進行に歯止めが

かけられなかった原因について述べたが、これを

地方財政への自治省の利益相反的行為に帰するだ

けでは一面的といえる。わが国では、各種の財政

調整を通じて、国から大きな移転を受ける地方政

府において、以下に述べるような、財政錯覚によ

る財政規律の低下が指摘されており、このことも

財政危機を深化させた原因の一つにあげられる。

財政学では、公的サービスの受益と負担が制度

的に分離されたときに生じるサービスの供給過剰

現象を「財政錯覚」と呼んでいる。財政赤字との

関連でいうと、政府部門内部で、ある主体から別

の主体への移転が大きいときには、移転をうける

側の費用意識が小さくなり、実際の財政負担が見

えにくくなり、財政規律が低下するのである。

これを具体的に述べると、例えば地方交付税特

別会計の借入金残高のうち地方負担分は、９８年度

末現在で地方債現在高の１５％にあたる１７兆８，０００

億円に達している。ところが、ここでの地方負担

分は地方自治体を一括した地方財政計画上の数値

にとどまり、個々の地方自治体に按分して表され

ているわけではない。このように、交付税特別会

計の借入金の返済にかかわる自治体ごとの分担額

の見積もりがなされていない状況では、個々の自

治体にとって、地方負担分を自らの債務とみる認

識は希薄にならざるを得ない。ここに、地方交付

税がその配分を受ける地方自治体側に財政錯覚を

生み出す制度的素地があるといえる。

しかし、国と地方の財政関係から生じる財政錯

覚は、こうした交付税特別会計を介した税源の配

分システムだけに起因するわけではない。むしろ、

バブル経済崩壊後に国が起債許可方針を手段とし

て展開した裁量的な財政政策の方が、地方自治体

の財政規律を低下させる深刻な財政錯覚を生み出

したと考えられる。その中でも特に重要なのは、

地方自治体が国の定めた特定の要件を満たす公共

事業のための起債を行なう場合に、元利償還費の

一定割合を翌年度以降の地方交付税の基準財政需

要額に算入するという形で、国が償還財源を保障

する「交付税措置」と呼ばれる制度である。第２

章でも触れたように、この制度は、地方が起債を

して国の定めた要件にかなう公共事業を行なえば、

地方債の元利償還は国が面倒をみるというもので

ある。その結果、地方債許可は、地方にとっては、

国が返済財源を担保してくれる「優良起債」とみ

なされ、こうした起債をいかに有効に活用するか

が、行政手腕の見せ所という財政錯覚が生まれる

ことになる。こうした財政錯覚が浪費的公共事業

を肥大化させ、返済限度額を超えた地方債の増発

を助長した有力な要因である。

以上のように、わが国の国と地方の財政関係に

は、財政の実態を見えにくくする財源保障システ

ムが存在しており、そこから生まれる財政錯覚が

歳出面での地方自治体の財政規律を弱め、構造的

債務を累積させることとなった。

５．３ 自治体会計の抱える諸問題

財政錯覚は究極的には情報の問題であるから、

財政の実態をバイアスなしに適確に反映した会計

情報が作成され公開されることにより、財政錯覚

を解消し、国と地方が抱える債務等の実態が明ら
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かになれば、財政規律を高めることは決して不可

能ではない。

しかし、現行の自治体会計については以下に述

べるように、こうした役割を果たすには程遠い状

況にある。

まず、現行の自治体会計では、債務削減のため

に地方債を繰上償還したり、公債費以外の経常的

経費を削減したりすると公債費比率が逆説的に上

昇し、起債余力や債務返済能力が下がったかのよ

うに評価されてしまう。また、積立金を取り崩し

て歳入に振り替えることによって実質収支を改善

させ、起債制限を回避することができる。このよ

うに現行会計制度は、必ずしも実態を正しく反映

せず、恣意的な操作が可能である。また、現行の

会計は、単年度の歳入歳出予算の執行の結果を跡

付けるフローの収支決算にとどまり、財政の健全

性を監視するうえで不可欠な債務ストック情報を

十分に表しているとはいえない。

現在の地方自治体に累積した債務は、景気の低

迷に起因する税収不足から生じた循環性の財政赤

字ではなく、景気が回復し税収が増勢に転じても

解消する目途のない構造的財政赤字であり、ここ

に今日の地方財政の危機が集約的に表されている。

こうした悪性の債務が累積している状況が、議会

や住民に明らかにされず、さらにその要因を分析

するのに必要な情報、例えばストック情報が適時

に作成・公開されてこなかったことが、今回の財

政危機を深化させた要因でもある。

また、本稿の３．２で確認したように、地方自治

体の債務負担行為は、標準財政規模との対比でも、

地方債現在高との対比でも、将来の地方財政に無

視できない負担を及ぼす契約債務である。それに

もかかわらず、現状では、この債務負担行為は二

重の意味で、その全額が認識・開示されない仕組

みとなっている。一つには、債務負担行為を所定

の時点で所定の額だけ計上しない財政慣行による

ものであるが、地方財政上で計上された債務負担

行為についてさえも、貸借対照表上では所要の金

額の一部しか負債として計上しない会計慣行が定

着しているのが現状である。

また、個々の自治体の起債余力や債務償還能力

を評価する際には、標準財政規模あるいは償還可

能原資と将来の財政負担を含めた債務のストック

の比率が意味のある指標と考えられるが、現行の

自治体会計はこれに該当する債務のストック情報

を誘導する仕組みになってはいない。

また、公営企業債は、水道事業や交通事業など、

地方公営企業の発行する地方債であり、公営企業

債の一部は、償還にあたり、経費負担区分の原則

に基づき普通会計から支出することになっている

ので実質的には普通会計の債務であるにもかかわ

らず、普通会計の地方債発行額には表れてこない。

会計上把握できない問題点を挙げるとすれば、

上記で指摘した公営企業特別会計を含め、特別会

計の借入金は普通会計で把握されているにもかか

わらず、地方公社と第三セクターの抱えている赤

字は把握されていない。

このようにみてくると、これまでの地方自治体

の財政運営には、財政の健全性を監視し、債務の

ストック情報など財政規律を維持・向上していく

のに不可欠な情報インフラが欠如しており、この

ような情報の欠如が地方財政を深刻な危機に至ら

しめる大きな要因になったと考えられる。

２００６年からの起債許可制度の廃止を転換点とし

て、地方自治体が名実ともに財政の自治を確立す

るためには、自治的な財政規律を確立することが

不可欠である。そのためにも早急に財政規律のイ

ンフラというべき会計情報を整備することが強く

求められる。

おわりに

本稿では大阪府の事例を取り上げながら、地方
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自治体の財政悪化の背景について眺めてきた。大

阪府の財政再建プログラム案によると、一連の取

組により削減できる金額は、９９年度からの１０年間

で１兆５，５００億円を超える見通しとなっている。

しかし、同プログラムにはいくつかの課題も残さ

れている。まず、危機的な財政状況の中、収支を

均衡させるため、将来の負債償還用に積み立てた

減債基金を取り崩し、プログラムが終了する２００８

年度には、同基金からの借入金７，５１５億円が新た

な債務としてのしかかることになる。さらに、財

政化健全化債も２，５００億円起債する計画であり、

現状の赤字を将来に先送りするだけとの批判もで

ている。すでに９９年度予算での府税収入見積額が、

プログラム案の長期財政推計より１，５６３億円も少

ないうえ、２００２年以降は府税収入の伸びを、年

２．５％と見込んで税収計画を立てていることから、

今後計画の修正を迫られる可能性もある。

このような状況の中で、結論としていえるのは、

大阪府は厳しい財政状況を認識し、それに応じた

政策を立案するという点に尽きる。老人医療費補

助など各種社会福祉サービスの削減や使用料・手

数料の見直しなど、府民にとって痛みのある政策

を実行するためには、なによりも府民の理解が欠

かせない。そのためにも、大阪府は正確な情報を

わかりやすい形で府民に示し、府民と情報を共有

することから始めなければならない。

大阪府では、大手金融機関に対する外形標準課

税が２００１年度から適用されることになっているが、

同府が長期的に狙うのは地方財政制度そのものの

見直しである。太田知事が組んだ地方税制検討プ

ロジェクトチームは、９月議会で法人府民税の均

等割部分の増税案とともに、国から地方への税源

移譲を求める地方税制度の抜本的改革提言を行な

う。また、交付税制度の見直しも視野に入れてい

る。財政再建プログラム案では、基本的には交付

税率の引き上げを求めているが、大都市の財政事

情に即した同制度の抜本的な改正が必要との認識

を強めていることも窺える。大阪府の財政再建プ

ログラム案は、肥大化した行政のスリム化を求め

る一方で、国に対しても新たな処方箋作りの必要

性を訴えている。財政再建を目指す今後の政策運

営において、大阪府が同じ悩みを抱える自治体の

先駆的役割を果たすことが期待される。
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